
 1 

 
                                  No.74  2004 年 5 月 31 日          
                                               

                     拡大 EU の誕生と今後の課題                                                  

                                                                                                         

                                                        研究員 糠谷 英輝           

 2004 年 5 月、新たに 10 カ国が EU に加盟し、既存加盟国 15 カ国に加えて EU は 25
カ国体制となった。今回新たに EU に加盟した諸国はバルト 3 国、中東欧 5 カ国、マル

タ、キプロスといずれも小国である。それでも拡大 EU は人口で 4 億 5 千万人、世界シ

ェア 7.3%、GDP はおよそ 10 兆ユーロで米国と肩を並べ、世界シェア 28%と巨大な経

済圏となる。今回の EU 加盟により新規加盟国経済の拡大は期待されるものの、既存加

盟国にとっての経済的利益は少なく、EU 拡大の意義は旧共産圏の諸国をも加盟国とす

ることにより、欧州としての東西の一体化を図るという政治的な動機が大きなものであ

ったといえよう。 

 新規加盟国を概観すれば、一人当たり GDP の平均は既存加盟国平均の半分程度であ

る。また EU 域内貿易比率が 70%以上と高く、既存加盟国の景気動向に大きく左右され

る経済構造になっている。しかしポーランド、チェコ、スロバキア、ハンガリーなどに

は既存加盟国からの資本の流入、企業進出が盛んであり、EU 加盟以前に早くも EU の

生産工場としての色彩を帯びている。自動車産業だけをとってもポーランドにはフィア

ット、GM、チェコにはフォルクスワーゲン、プジョー・シトロエン、トヨタ、スロバ

キアにはプジョー・シトロエン、ヒュンダイ、ハンガリーにはアウディ、GM、スズキ

と競って進出しており、さらに関連した部品産業などの進出も進んでいる。企業進出の

最大の理由としては労働コストが既存加盟国に比べて極めて低いことである。時間当た

り労働コスト(2002 年)でみると既存加盟国が 22.21 ユーロであるのに対して、ポーラン

ド 4.48 ユーロ、チェコ 3.90 ユーロ、スロバキア 3.06 ユーロ、ハンガリー3.83 ユーロと

4 分の 1 以下に過ぎない。またこれまでは企業民営化などに絡んで国際的な大企業の進

出が盛んであったが、民営化も一段落したため、新規加盟諸国はさらに投資インセンテ

ィブを高めることにより、引き続き外資の流入増加を目指している。例えば法人所得税

率はドイツの 26.4%、フランスの 35.4%に対して、ポーランドは 2004 年に 27%から 19%
へ引き下げを行い、チェコでは 31%から 2004 年 28%、2005 年 26%、2006 年 24%に引

き下げられる計画になっている。スロバキアも 2004 年に 19%、ハンガリーでは 16%ま

で引き下げが行われている。いずれも財政赤字の削減が強く求められる状況下でのこと

である。これを受けてオーストリアなど既存加盟国でも自国からの企業流出防止のため、

税率引き下げを迫られた国も出てきている。ドイツ、フランスなどからは、新規加盟国

が EU からの補助金を受けながら低税率であることについて批判も出ている。 

 このような状況を考えた場合、拡大EU全体としては経済拡大が期待されるとしても、

各国別にみると新規加盟国への生産移転などにより経済成長が阻害される国も出てく

る可能性は否定できない。しかしまた新規加盟国の最大の輸出先が既存加盟国であるこ

とを考えれば、既存加盟国の経済成長の低下は新規加盟国にも同様の効果を与える割合

が高い。一種のジレンマが存在するとも言え、各国のみならず拡大 EU 全体でどのよう
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な経済政策を進めていくか、競争のみではなく、議論と調整が必要になろう。またユー

ロ導入諸国では金融政策は既に欧州中央銀行に移っており、各国に残された財政政策に

関しても、その基準となる安定成長協定に違反し財政赤字を増加させる国が出現してい

る。さらに新規加盟諸国は早期のユーロ導入を目指しており、ユーロ導入条件達成に向

けて財政政策や金融政策も制限されよう。複層的に政策運営に制限が加えられるなかで、

拡大 EU 経済に対する共通の展望を持ち、これに向けた各国間の調整が図られないと地

域経済が迷走するリスクが懸念されよう。拡大 EU では共同体としての意思決定の難し

さが指摘されるが、これは政治的問題のみに限ったものではなく、今後の地域経済、各

国経済の成長にも関するものである。 
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